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自然エネルギー：ミニ学習（83）原発コストの託送料金への上乗せの動き                                                 

文責 宮井 

（一）「電力システム改革」と称する新たな動き 
この秋、政府部内に「電力システム改革貫徹のための政策小委員会」（以後「貫徹委員会」）が設置さ

れ、廃炉費用等の原発 コストを託送料金に上乗せするという議論が始まっています。 

 

 
「原発のコストは安い」という意見を信じる人は国民全体ではまだ多いかも知れませんが、原子力の

経済学を研究している大島堅一教授は、原発のコストに関して下のような表を作成しています。 

 

 



今回、「託送料金への上乗せ」して新電力も含めて国民が例外なく負担すべきとするものは表で〇

印を付したものです。「廃炉になる施設の残存簿価」は 2014年までは電力会社の損失として一括償

却されていました。また「廃炉費用」は原子力発電施設引当金として既存の電気料金にのせていまし

たが、この引当方法や期間をさらに変更しようとしています。「事故費用」のうち損害賠償費用のうち

一般負担金部分は原子力業者だけが負担していたものです。そして「事故炉の廃炉費用」があらた

に追加になります。廃炉のあとの原状回復費用まで含めると原発のコストは膨大なものになります。 

（二）いったいどれだけの費用がかかるのか 
一般の廃炉は別にしても事故炉の処理に全体でどれだけのお金がかかるのか、まだ不明な点が多

いですが、大島堅一教授は下記のような試算表を 11月 24日に発表しています。事故の計り知れな

い深刻さを実感せざるを得ません。少なくとも２０兆円は超えます。

 
 

（三）新電力をはじめ反対の動き  国民世論とのせめぎ合い 
消費者代表として政策小委員会に参加する大石美奈子氏は「自由化の目的に反する」「託送料金

への上乗せとは原発を保有しない新電力の顧客も廃炉費用を強制的に負担させられることを意味す

る」と反対しました。「再生可能エネルギーが中心だから選んでくれた利用客にとっては、廃炉費用を

負担することに違和感がある。電力自由化が目指した市場の活性化にもつながらない」（みんな電

力）「考え⽅は根底からおかしいのではないか。古い業界を守るために過去の遺産を新しいところに

押し付けることを意味していて、新しく伸びるべき 分野の芽を摘んでしまうのではないか」（SBエナ

ジー孫正義氏）「今まで（⼤⼿電力会社の）原発は有形無形の利益を享受し、新電力の私たちの事

業には何もプラスはなかった。ここにきてまた（過去分を）払ってくれ というのはいかがなものか」

（イーレックス）と電力各社は反発し、パワーシフト運動を行っているグループが 170社に対して緊急

に行ったアンケートでは次のような結果が出ています。こうした動きを受けて 11月 28日の報道では 

「経済産業省は電力小売に新規参入した新電力への負担を見送る方針」「当初、新電力が東電の 

送電網を利用する際に支払う『託送料』に廃

炉費用を上乗せする案を検討していたが、世

論や有識者の反発などから断念」（毎日新聞）

といった報道もなされていますが予断を許しま

せん。 

大切なのは国民の世論です。激しいせめぎ合

いが続いています。 

  

（四）参考 
①http://power-shift.org/wp-content/uploads/bc5632a1bc575730323489982e83edc3.pdf 

   大島堅一教授のﾍﾟｰﾊﾟｰです。 

②http://www.meti.go.jp/press/2016/09/20160920008/20160920008.html 小委員会の HPです。  


